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(証券コード 6654)
2 0 2 0年４月７日

株 主 各 位
京都市中京区御池通富小路西入る東八幡町585番地

代表取締役社長 八 木 達 史
第62回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第62回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席おさしつかえの場合は、書面または電磁的方法（インターネット）によって議決
権を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討のうえ、2020年４
月22日（水曜日）当社営業時間終了の時（午後５時15分）までに議決権を行使して下さいますよう、
お願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 2020年４月23日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

２．場 所 滋賀県草津市野村三丁目４－１
当社草津製作所　本館三階講堂

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第62期（自　2019年２月１日　至　2020年１月31日）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

剰余金処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件

本年より株主の皆様へのお土産を廃止しておりますので、予めご了承下さい。
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［郵送による議決権行使の場合]
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、前頁に記載の行使期限までに到着す
るようご返送下さい。
［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、同封
の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の
案内に従って、前頁に記載の行使期限までに、議案に対する賛否をご入力下さい。
なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、次頁の「電磁的方法（インターネット）
による議決権の行使について」をご確認下さいますようお願い申し上げます。

以　上

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さい。
・株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.fujidk.co.jp/ir/）に掲載させていただきます。

・次の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、上記当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
①　事業報告の新株予約権等に関する事項
②　事業報告の業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
③　計算書類の個別注記表
したがいまして、本招集ご通知に添付しております事業報告及び計算書類は、会計監査人又は監査等委員会が
会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した事業報告及び計算書類の一部であります。

・当日は、最寄駅であるＪＲ草津駅と当社草津製作所間を往復する送迎バスを、ＪＲ草津駅西口にご用意してお
りますので、ご利用下さい。

・新型コロナウイルス感染拡大防止の為、ご来場される株主の皆様におかれましては、ご自身の体調をご確認い
ただき、マスク着用などの感染防止にご配慮下さいますよう、お願い申し上げます。なお、今後の状況により、
株主総会の運営に変更が生じた場合は、上記当社ウェブサイトに掲載いたします。
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電磁的方法（インターネット）による議決権の行使について

　インターネットによる議決権行使について
　（１）お手続の方法

①当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスして下さ
い。

②議決権行使書用紙右下に記載の「議決権行使コード」を入力し、「ログイン」ボタンを押し
て下さい。

③議決権行使書用紙右下に記載の「パスワード」を入力し、株主様ご自身で改めて「パスワー
ド」を設定して下さい。

④画面の案内に従い、議案に対する賛否をご入力のうえ、ご送信下さい。

　（２）ご注意事項
①議決権の行使期限は、2020年４月22日（水曜日）午後５時15分（当社営業時間終了の時）
までとなっておりますので、ご注意下さい。

②携帯電話専用サイトは開設しておりませんので、ご了承下さい。
③議決権行使書による議決権行使とインターネットによる議決権行使を重複して行われた場合
は、後ろに到着したものを有効とさせていただきます。

④インターネットにより複数回議決権を行使された場合は、最後の議決権行使を有効なものと
させていただきます。

⑤議決権行使書用紙の議決権行使コードが記載された部分は大切に保管していただくとともに、
ご入力いただいたパスワードは、お忘れにならないようご注意下さい。議決権行使コード及
びパスワードのご照会には回答できませんので、ご了承下さい。

⑥議決権行使ウェブサイトへのアクセスに関して発生する費用は、株主様のご負担となります
ので、ご了承下さい。

　（３）お問い合わせ先
　三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
　フリーダイヤル　0120 （652） 031　（受付時間　9:00～21:00）
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（添付書類）

事　　業　　報　　告
(自　2019年 2 月 1 日至　2020年 1 月31日)

Ⅰ．会社の現況に関する事項
１．　事業の経過及びその成果
⑴　全般的概況
　当事業年度におけるわが国経済は、個人消費が持ち直し、企業収益も底堅く推移するなど、緩
やかな景気の回復基調が続きました。
　今後も、雇用・所得環境の改善により、景気の回復基調が続くと見込んでおりますが、新型コ
ロナウイルスの感染拡大や海外における通商問題の長期化による世界経済の減速懸念など、その
先行きに予断を許さない状況が続いております。
　このような状況のもとで、当社は、国内では電力、一般産業、電鉄・車両業界、海外では東南
アジアや中近東各国を重点に営業活動を行った結果、端子台をはじめとする電力向け製品などが
減少しましたが、海外向けの故障表示器や鉄道車両用切替スイッチなどが増加したことから、売
上高は3,944百万円（前年同期比0.9％増）となりました。
　利益面におきましては、売上高が前年同期を上回り、営業利益は377百万円（前年同期比0.4％
増）、経常利益は399百万円（前年同期比1.3％増）となりました。当期純利益は、特別利益に
おきまして、厚生年金基金解散損失引当金戻入額12百万円、特別損失におきまして、退職給付
制度改定損14百万円が発生し、280百万円（前年同期比1.2％増）となりました。
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⑵　製品分類別概況
・制御用開閉器
　鉄道車両用切替スイッチや車掌スイッチパネルが増加したほか、海外向けのカムスイッチも
好調であったことから、売上高は1,079百万円(前年同期比2.9％増)となりました。

・接続機器
　海外の受変電設備向けに試験用端子が減少し、サージアブソーバ端子台や断路端子台も低調
であったことから、売上高は1,456百万円(前年同期比8.1％減)となりました。

・表示灯・表示器
　鉄道車両用表示灯が減少しましたが、海外向けの故障表示器など、各種表示器が増加したこ
とから、売上高は651百万円(前年同期比8.1％増)となりました。

・電子応用機器
　鉄道変電設備向けにＩ／Ｏインターフェイスユニットが増加したほか、配電自動化子局用表
示モジュールやアナンシェータリレーも好調であったことから、売上高は611百万円(前年同
期比12.7％増)となりました。

・仕入販売等
　太陽光発電向け接続箱の販売が増加したことから、売上高は146百万円（前年同期比11.6％
増）となりました。
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２．　資金調達等についての状況
⑴　資金調達

　当事業年度においては、特記すべき資金調達はありません。
⑵　設備投資
　①　当事業年度中における設備投資総額は、193百万円であります。
　②　当事業年度中における主要な設備投資は、次のとおりであります。

会計システム更新 11百万円
新製品の金型製作をはじめとする金型投資 65百万円

　なお、重要な固定資産の売却、撤去、滅失はありません。
⑶　事業の譲渡、吸収分割または新設分割

　該当事項はありません。
⑷　他の会社の事業の譲受け

　該当事項はありません。
⑸　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

　該当事項はありません。
⑹　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分

　該当事項はありません。

３．　直前３事業年度の財産及び損益の状況
（単位：千円）

区 分
第 59 期 第 60 期 第 61 期 第 62 期

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
(当事業年度)

売 上 高 3,769,932 3,899,612 3,909,311 3,944,609
経 常 利 益 467,440 311,874 394,547 399,639
当 期 純 利 益 304,108 242,855 277,218 280,475
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 50円37銭 41円18銭 46円94銭 47円39銭
総 資 産 10,835,289 10,986,200 11,097,503 11,158,808
純 資 産 10,246,138 10,295,232 10,346,741 10,482,436
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,733円82銭 1,741円34銭 1,746円60銭 1,765円89銭

（注）１．１株当たり当期純利益については期中平均の発行済株式総数から、１株当たり純資産額については期
末発行済株式総数から、それぞれ自己株式数を控除して算出しております。

２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当
事業年度の期首から適用しており、前事業年度の総資産については、当該会計基準等を遡って適用し
た後の金額となっております。
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４．　対処すべき課題
　当社の主力である電力・重電機器市場は、東日本大震災や2020年の発送電分離を背景に、依
然として、電力会社が設備投資を抑制している状況にあり、当社では、収益基盤の多角化と海外
市場のさらなる強化が今後の課題であると認識しております。
　収益基盤の多角化では、電力・重電機器市場における既存製品の販売拡大はもとより、ユーザ
ーや時代のニーズに沿った製品開発を行うとともに、商社機能を有したスマートソリューション
部による仕入販売やＭ３（エムキューブ）エンジニアリング部による装置販売を推進してまいり
ます。
　海外市場の強化では、東南アジアや中近東地域での販売に加え、欧州やオセアニア地域の新規
開拓に努め、海外仕様に特化した付加価値とコスト競争力の高い製品の開発・販売を進めてまい
ります。

５．　事業内容
　制御用開閉器、接続機器、表示灯・表示器、電子応用機器の製造販売
　当社の品目別主要製品群は次のとおりであります。
⑴　制御用開閉器

カムスイッチ、補助スイッチ、鉄道車両用スイッチ、押しボタン・車掌スイッチ、ドラム
スイッチ、遮断端子台

⑵　接続機器
端子台、高耐圧端子台、断路端子台、コンデンサ内蔵端子台、コネクタ、コネクタ端子
台、試験用端子、大電流接触子

⑶　表示灯・表示器
ＬＥＤ表示灯・集合表示灯、電磁式表示器、落下式故障表示器、鉄道車両用表示灯

⑷　電子応用機器
アナンシェータリレー、ボルテージリレー、インターフェイスユニット、テレフォンリレー

－ 7 －



６．　営業所及び工場ならびに従業員の状況
⑴　営業所及び工場

本 社 京都市中京区御池通富小路西入る東八幡町585番地
東京営業所 東京都港区
草津製作所 滋賀県草津市
みなみ草津工場 滋賀県草津市
新 旭 工 場 滋賀県高島市

⑵　従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

128名 ５名減 38歳10ヵ月 14年10ヵ月

（注）　上記従業員数にはパートタイマー186名を含んでおりません。

７．　親会社及び子会社の状況
　該当事項はありません。

８．　借入先及び借入額
借 入 先 借 入 額

千円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50,000

株 式 会 社 京 都 銀 行 70,000
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Ⅱ．株式に関する事項
１．　発行可能株式総数 26,676,000株
２．　発行済株式の総数 6,669,000株（うち自己株式 746,930株）
３．　当事業年度末の株主数 10,771名
４．　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
藤 本 豊 士 789 13.32

公 益 財 団 法 人 藤 本 奨 学 会 650 10.97

藤 本 順 子 489 8.26

有 限 会 社 藤 本 興 産 460 7.76
ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー
レ ギ ュ ラ ー ア カ ウ ン ト 347 5.86

京 都 中 央 信 用 金 庫 150 2.53

株 式 会 社 京 都 銀 行 132 2.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 112 1.90

小 西 　 正 74 1.25

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 70 1.18

（注）１．持株比率は自己株式を控除して算出しております。
２．当社は当事業年度末において自己株式746千株を保有しておりますが、上記「上位10名の株主」から
は除外しております。
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Ⅲ．会社役員に関する事項
１．　取締役の氏名等
氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

小 西 　 正 代 表 取 締 役 会 長

八 木 達 史 代 表 取 締 役 社 長

藤 居 和 義 常 務 取 締 役 執行役員 技術営業部門統括
技術営業部長

佐 々 木 　 誠 　 仁 取 締 役 執行役員 生産部門統括
草津製造部長兼生産技術部長

中 清 水 　 　 　 毅 取 締 役 執行役員 人事部長

下 村 徳 子 取 締 役 執行役員 経営管理部門統括
総務部長

川 瀬 辰 男 取 締 役

志 萱 章 宏 取締役（監査等委員・常勤）

川 村 俊 明 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 川村法律事務所 代表弁護士

富 山 竜 二 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 富山竜二公認会計士事務所 代表

佐 賀 義 史 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 弁護士法人大江橋法律事務所 所属

（注）１．取締役川瀬辰男氏及び取締役（監査等委員）川村俊明氏、富山竜二氏、佐賀義史氏は社外取締役であ
ります。

２．取締役（監査等委員）川村俊明氏及び佐賀義史氏は弁護士の資格を持ち、法務に関する相当程度の知
見を有するものであります。

３．取締役（監査等委員）富山竜二氏は公認会計士の資格を持ち、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。
なお、取締役川瀬辰男氏及び取締役（監査等委員）川村俊明氏、富山竜二氏、佐賀義史氏については、
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの
情報収集及び重要な社内会議における情報共有ならびに内部監査室及び会計監査人と監査等委員会と
の十分な連携を可能とすべく、志萱章宏氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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２．　取締役の報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
で あ る 取 締 役 を 除 く ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

７名
(　１名）

104,436千円
(　3,500千円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名
（　３名）

19,200千円
（　7,200千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11名
（　４名）

123,636千円
（  10,700千円）

（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与
相当額（含賞与）は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2016年４月26日開催の第58回定時株主総会において、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）が年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。うち、社外取締
役は20百万円以内）、監査等委員である取締役が年額30百万円以内と決議いただいております。ま
た、この報酬限度額とは別枠で、2018年４月24日開催の第60回定時株主総会において、取締役（監
査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）への譲渡制限付株式報酬限度額として、年額50百万
円以内と決議いただいております。なお、これにより、すでに付与済みのものを除き、株式報酬型ス
トックオプション制度は廃止しております。

３．上記報酬等の総額には、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する役員
賞与引当金繰入額4,190千円を含んでおります。

４．上記報酬等の総額には、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）
に対する譲渡制限付株式による報酬額15,463千円を含んでおります。

３．　取締役の報酬等の決定に関する方針
　基本報酬は役職、職責、世間水準及び従業員とのバランス、賞与は業績を勘案し、株主総会で
承認された報酬枠の範囲内において、その額及び配分を取締役（監査等委員である取締役を除
く。）については取締役会において、監査等委員である取締役については監査等委員である取締
役の協議により決定しております。報酬の決定は、予め社外取締役（監査等委員である取締役を
含む。）４名及び代表取締役２名で構成する指名・報酬等諮問委員会で審議された基本方針等に
従っております。
　基本報酬については、定額制を採用しております。
　譲渡制限付株式報酬は、株式の直接保有を通じた株主の皆様との一層の価値共有を進めること
を目的として、役職及び職責に応じて株主総会で承認された報酬枠の範囲内において、取締役会
により決定しております。
　なお、これにより、すでに付与済みのものを除き、株式報酬型ストックオプション制度は廃止
しております。
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４．　社外役員の重要な兼職先と当社との関係
区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 先 当 社 と の 関 係

取 締 役 川 瀬 辰 男 － －

取 締 役
（監査等委員） 川 村 俊 明 川村法律事務所

代表弁護士
当社と川村法律事務所との間には、特
別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 富 山 竜 二 富山竜二公認会計士

事務所代表
当社と富山竜二公認会計士事務所との
間には、特別の関係はありません。

取 締 役
（監査等委員） 佐 賀 義 史 弁護士法人大江橋

法律事務所所属
当社と弁護士法人大江橋法律事務所と
の間には、特別の関係はありません。

５．　社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 川 瀬 辰 男 当事業年度開催の取締役会16回のすべてに出席し、豊富な経験と
幅広い見識を活かし、必要に応じ、意見を述べております。

取 締 役
（監査等委員） 川 村 俊 明

当事業年度開催の取締役会16回のすべて、監査等委員会12回のす
べてに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地から
意見を述べております。

取 締 役
（監査等委員） 富 山 竜 二

当事業年度開催の取締役会16回のすべて、監査等委員会12回のす
べてに出席し、必要に応じ、主に公認会計士としての専門的見地
から意見を述べております。

取 締 役
（監査等委員） 佐 賀 義 史

当事業年度開催の取締役会16回のうち15回、監査等委員会12回
のすべてに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門的見地
から意見を述べております。

（注）　上記の取締役会の開催のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決議があ
ったものとみなす電磁的決議が１回ありました。
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Ⅳ．会計監査人に関する事項
１．　会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

２．　当事業年度に係る報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 20,500千円

当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記金額は合計額を記載
しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人の報酬について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な
資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を確認し、当事業年度
における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について検証を行い、審議した
結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399
条第１項の同意を行っております。

３．　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認められ
る場合及び監督官庁から業務停止処分を受けた場合等、当社の監査業務に重大な支障を来たす事
案が発生した場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会で選定した監査等委員が解任後最初に招集される株主総会において、当該解任
の旨と理由を報告いたします。
　その他、会計監査人としてふさわしくないと判断される事象が認められた場合、監査等委員会
は、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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Ⅴ．会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点において買収防衛策の導入に関する基本方針を定めておりません。
このような中で、大規模買付者が現れた場合、買付者と当社との円滑なコミュニケーションを行
うこと、ならびに受領または送付した内容について速やかに情報開示を行うことができるよう、内
部体制の充実に努めております。
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貸　借　対　照　表
（2020年１月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原 材 料
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具 ､ 器 具 及 び 備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

7,040,187
4,246,241
97,465
315,275
1,144,772
200,180
170,318
372,365
455,414
18,140
20,013

4,118,621
3,491,773
1,809,584
10,564
168,844
4,091
91,426

1,347,627
59,634
21,988
20,597
1,391

604,858
536,897
11,318
43,352
13,290

流 動 負 債 572,264
買 掛 金 104,591
短 期 借 入 金 120,000
未 払 金 49,259
未 払 費 用 55,496
未 払 法 人 税 等 78,366
未 払 消 費 税 等 39,211
賞 与 引 当 金 59,663
役 員 賞 与 引 当 金 4,190
製 品 保 証 引 当 金 53,721
そ の 他 7,764

固 定 負 債 104,107
退 職 給 付 引 当 金 68,497
そ の 他 35,609

負 債 合 計 676,371
純 資 産 の 部

株 主 資 本 10,269,349
資 本 金 1,087,250
資 本 剰 余 金 1,710,519
資 本 準 備 金 1,704,240
そ の 他 資 本 剰 余 金 6,279
利 益 剰 余 金 8,262,652
利 益 準 備 金 271,812
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,990,840
配 当 平 均 積 立 金 400,000
別 途 積 立 金 7,050,000
繰 越 利 益 剰 余 金 540,840

自 己 株 式 △791,071
評 価 ・ 換 算 差 額 等 188,370
その他有価証券評価差額金 188,370
新 株 予 約 権 24,716
純 資 産 合 計 10,482,436

資 産 合 計 11,158,808 負債及び純資産合計 11,158,808
（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(自　2019年 2 月 1 日至　2020年 1 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,944,609
売 上 原 価 2,492,914

売 上 総 利 益 1,451,694
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,074,103

営 業 利 益 377,591
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,834
有 価 証 券 利 息 210
受 取 配 当 金 12,826
受 取 賃 借 料 3,487
助 成 金 収 入 6,417
そ の 他 営 業 外 収 益 3,297 28,073

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,096
投 資 事 業 組 合 運 用 損 4,928
そ の 他 営 業 外 費 用 1 6,026
経 常 利 益 399,639

特 別 利 益
厚生年金基金解散損失引当金戻入額 12,028 12,028

特 別 損 失
退 職 給 付 制 度 改 定 損 14,918
固 定 資 産 除 却 損 1,235 16,153

税 引 前 当 期 純 利 益 395,514
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 125,978
法 人 税 等 調 整 額 △10,940 115,038
当 期 純 利 益 280,475

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(自　2019年 2 月 1 日至　2020年 1 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計配当平均

積 立 金 別途積立金 繰越利益
剰 余 金

2019年２月１日残高 1,087,250 1,704,240 3,582 1,707,822 271,812 400,000 7,050,000 449,667 8,171,479 △804,521 10,162,030

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △189,303 △189,303 △189,303

当 期 純 利 益 280,475 280,475 280,475

別途積立金の積立 － －

自己株式の取得 －

自己株式の処分 2,697 2,697 13,449 16,146

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 2,697 2,697 － － － 91,172 91,172 13,449 107,319

2020年１月31日残高 1,087,250 1,704,240 6,279 1,710,519 271,812 400,000 7,050,000 540,840 8,262,652 △791,071 10,269,349

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

2019年２月１日残高 159,283 25,427 10,346,741

事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △189,303

当 期 純 利 益 280,475

別途積立金の積立 －

自己株式の取得 －

自己株式の処分 16,146

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

29,087 △711 28,376

事業年度中の変動額合計 29,087 △711 135,695
2020年１月31日残高 188,370 24,716 10,482,436

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年３月６日
不二電機工業株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 朋 之 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 見 勝 文 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、不二電機工業株式会社の2019年２月１日か
ら2020年１月31日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

　監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
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　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

　利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年２月１日から2020年１月31日までの第62期事業年度における取締役の職務の
執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年３月９日
不二電機工業株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 志 萱 章 宏 ㊞
監　査　等　委　員
監　査　等　委　員

川 村 俊 明
富 山 竜 二

㊞
㊞

監　査　等　委　員 佐 賀 義 史 ㊞
（注)監査等委員 川村俊明及び富山竜二及び佐賀義史は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す

る社外取締役であります。
以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識し、経営成績の向上及び財務体質
の強化を図りつつ、企業価値向上に向けて、技術開発、人材育成、ＩＴ（情報技術）化、生産
合理化など、成長投資のための内部留保を確保した上で、配当性向を当期純利益の50％に目標
を置き、長期安定配当することを利益配分の基本方針としております。
上記の方針及び当期の業績、経営環境などを考慮し、当事業年度の期末配当を１株当たり16
円といたしたいと存じます。
なお、先に１株当たり16円の中間配当を実施しておりますので、年間配当金は１株当たり32
円となります。

期末配当に関する事項
⑴　配当財産の種類

金銭といたします。
⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金16円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は、94,753,120円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2020年４月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）７名全員が、本定
時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願い
いたしたいと存じます。
なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございません
でした。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
や
八

 
　

ぎ
木

 
　

さと
達

 
　

し
史

(1974年２月26日生)

1996年４月 当社入社

12,100株

2016年２月 当社技術営業部技術部長
2017年２月 当社執行役員技術営業部門統括技術営業部技術部長
2017
2018

年
年
９
４
月
月
当社社長付執行役員技術営業部門統括
当社代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
製品開発及び製品戦略に関する豊富な知識と経験を有しており、
2018年４月より当社代表取締役社長に就任しています。引き続き製
品開発や事業戦略についての豊富な知識と経験が当社の企業価値向
上に資すると判断し、取締役候補者としました。

２
ふじ
藤

 
　

い
居

 
　

かず
和

 
　

よし
義

(1964年１月19日生)

1986年４月 当社入社

13,200株

2006年２月 当社品質保証グループ部長
2008年２月 当社品質保証担当執行役員品質保証グループ部長
2011年２月 当社執行役員草津製造部長
2013年２月 当社上席執行役員みなみ草津製造部長
2015年２月 当社上席執行役員生産部門統括みなみ草津製造部長
2015年４月 当社取締役生産部門統括みなみ草津製造部長
2016年２月 当社取締役人事部長
2016
2018

年
年
４
４
月
月
当社取締役経営管理部門統括人事部長
当社常務取締役執行役員技術営業部門統括技術営業
部長（現任）

取締役候補者とした理由
品質管理及び工場管理に関する豊富な知識と経験を有しており、
2018年４月より当社常務取締役に就任しています。引き続きこれら
の知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者
としました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
さ
佐

さ
々

き
木

 
　

あき
誠

 
　

ひと
仁

(1972年４月７日生)

1994年４月 当社入社

5,700株

2013年２月 当社執行役員技術営業部技術部長
2016年２月 当社執行役員みなみ草津製造部長兼生産技術部長
2016

2018

2020

年

年

年

４

４

２

月

月

月

当社取締役生産部門統括みなみ草津製造部長兼生産
技術部長
当社取締役執行役員生産部門統括草津製造部長兼生
産技術部長
当社取締役執行役員生産部門統括草津製造部長兼Ｍ３
エンジニアリング部長（現任）

取締役候補者とした理由
製品開発、製品戦略及び工場管理に関する豊富な知識と経験を有して
おり、2016年４月から当社取締役を務めています。引き続きこれら
の知識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者
としました。

４
なか
中

し
清
みず
水

 
　

 
　

 
　
つよし
毅

(1974年２月10日生)

1994年４月 当社入社

4,100株

2015年２月 当社執行役員新旭製造部長
2017
2018

年
年
２
４
月
月
当社執行役員草津製造部長
当社取締役執行役員人事部長（現任）

取締役候補者とした理由
生産管理及び工場管理に関する豊富な知識と経験を有しており、
2018年４月から当社取締役を務めています。引き続きこれらの知識
と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、取締役候補者としま
した。

５
しも
下

 
　

むら
村

 
　

のり
徳

 
　

こ
子

(1974年７月２日生)

1999年10月 中央監査法人入所

5,700株

2003年４月 公認会計士登録
2006年２月 中央青山監査法人退所
2006年７月 当社入社
2015
2018

年
年
２
４
月
月
当社執行役員総務部長
当社取締役執行役員経営管理部門統括総務部長（現
任）

取締役候補者とした理由
公認会計士としての専門知識と経験を有し、当社において経理、財務
及び内部統制構築等の業務を担い、2018年４月から当社取締役を務
めています。引き続きこれらの知識と経験が当社の企業価値向上に
資すると判断し、取締役候補者としました。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

６
※

よし

吉
 

　
むら

村
 

　
りょう

良
 

　
いち

一
(1958年10月２日生)

1981年４月 株式会社錢高組入社

1,000株

1983年９月 吉村建設工業株式会社入社
1983年12月 同社取締役
1997年４月 同社取締役営業部長
2001年８月 同社専務取締役大阪営業所長
2009年６月 同社取締役社長
2011年３月 同社代表取締役（現任）
社外取締役候補者とした理由
豊富な企業経営者としての見識を有しており、これらの経験及び見識
をもとに独立した立場から取締役の職務執行を監督することによ
り、取締役会の機能強化に資すると判断し、新たに社外取締役候補者
としました。

（注）１．※印は新任取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
３．吉村良一氏は社外取締役候補者であります。
４．吉村良一氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏の選任が承認

された場合は、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。なお、同氏は
当社が定める独立社外取締役の選任基準を満たしております。

５．取締役候補者の選任にあたっては、代表取締役２名と社外取締役（監査等委員である取締役を含
む。）４名で構成される「指名・報酬等諮問委員会」での審議を経て、取締役会で決定しており
ます。
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第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役４名全員が、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
し

志
 

　
がや

萱
 

　
あき

章
 

　
ひろ

宏
(1960年５月26日生)

1983年４月 当社入社

13,700株

2004年２月 当社生産部門執行役員生産グループ部長
2008年２月 当社生産統括執行役員生産グループ部長
2008年４月 当社取締役上席執行役員生産統括生産グループ部長
2009年８月 当社取締役技術グループ部長
2011年２月 当社取締役技術営業部門統括技術営業部長
2013年２月 当社取締役生産部門統括草津製造部長
2015年２月 当社取締役管理部長
2016年２月 当社取締役生産部門統括
2016年４月 当社取締役監査等委員（現任）
取締役候補者とした理由
製品開発、生産管理及び工場管理に関する豊富な知識と経験を有して
おり、2008年４月からは当社取締役として経営に携わってきまし
た。引き続きこれらの知識と経験が実効的な監査及び取締役会運営
の適正性の確保に資すると判断し、監査等委員である取締役候補者と
しました。

２
とみ

富
 

　
やま

山
 

　
りゅう

竜
 

　
じ

二
(1964年５月29日生)

1988年10月 サンワ・等松青木監査法人（現　有限責任監査法人ト
ーマツ）入所

－株

1992年３月 公認会計士登録
1997年12月 監査法人トーマツ（現　有限責任監査法人トーマツ）

退所
2000年１月 富山竜二公認会計士事務所開設、代表（現任)
2015年４月 当社社外監査役
2016年４月 当社取締役監査等委員（現任）
社外取締役候補者とした理由
過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、公認会計士と
しての専門的な知識や経験を有しており、引き続きこれらの知識と経
験が実効的な監査及び取締役会運営の適正性の確保に資すると判断
し、監査等委員である社外取締役候補者としました。なお、監査等委
員である社外取締役としての在任期間は本定時株主総会終結の時を
もって４年となります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
さ

佐
 

　
が

賀
 

　
よし

義
 

　
ふみ

史
(1953年９月25日生)

1981年４月 横浜地方裁判所判事補

－株

1993年４月 大阪地方裁判所判事
2007年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）

弁護士法人大江橋法律事務所所属（現任）
甲南大学法科大学院教授

2016年４月 当社取締役監査等委員（現任）
社外取締役候補者とした理由
過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、判事及び弁護
士としての専門的な知識や経験を有しており、引き続きこれらの知識
と経験が実効的な監査及び取締役会運営の適正性の確保に資すると
判断し、監査等委員である社外取締役候補者としました。なお、監査
等委員である社外取締役としての在任期間は本定時株主総会終結の
時をもって４年となります。

４
※

い

伊
 

　
はら

原
 

　
とも

友
 

　
き

己
(1961年11月24日生)

1990年４月 弁護士登録（京都弁護士会）

－株

1991年１月 弁理士登録
2003年４月 龍谷大学法学部客員教授
2005年４月 弁護士知財ネット理事（現任）

龍谷大学大学院法務研究科客員教授
2014年６月 日本弁護士連合会知的財産センター委員長
社外取締役候補者とした理由
過去に直接会社の経営に関与した経験はありませんが、弁護士として
の専門的な知識や経験を有しており、これらの知識と経験が実効的な
監査及び取締役会運営の適正性の確保に資すると判断し、新たに監査
等委員である社外取締役候補者としました。

（注）１．※印は新任取締役候補者であります。
２．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
３．富山竜二氏、佐賀義史氏及び伊原友己氏は社外取締役候補者であります。
４．当社は富山竜二氏及び佐賀義史氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。２氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き２氏を独立役員とす
る予定であります。また、伊原友己氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、同氏の選任が承認された場合は、当社は同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定
であります。なお、富山竜二氏、佐賀義史氏及び伊原友己氏は当社が定める独立社外取締役の選
任基準を満たしております。

５．取締役候補者の選任にあたっては、代表取締役２名と社外取締役（監査等委員である取締役を含
む。）４名で構成される「指名・報酬等諮問委員会」での審議を経て、取締役会で決定しており
ます。

以　上
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株主総会会場ご案内図

滋賀県草津市野村三丁目４－１
当社草津製作所　本館三階講堂
電　話　（077）562－1215

草津高校

西大路南 草津駅口

大路三丁目

草津三丁目

野村
運動公園
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木川北

野村南

野村中央

 不二電機工業（株）
草津製作所　

セブン
イレブン

草
津
駅

ボストン
プラザホテル

《交　通》ＪＲ東海道本線　草津駅西口より徒歩約12分
当日は草津駅と当社草津製作所間を往復する送迎バスをご用
意しておりますので、ご利用下さい。送迎バスをご利用の方
は、草津駅西口にある下りエスカレーターをお使いいただきま
すと、担当者がバス乗り場をご案内いたします。
《送迎バス運行時間》
往路　午前9：00～9：50（10分間隔で運行）
復路　定時株主総会終了後、随時運行
本年より株主の皆様へのお土産を廃止しておりますので、予めご了承
下さい。

この冊子は、環境に配慮した
ベジタブルインクを
使用しています。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。



法 令 及 び 定 款 に 基 づ く
インターネット開示事項

新 株 予 約 権 等 に 関 す る 事 項

業 務 の 適 正 を 確 保 す る た め の 体 制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第62期（2019年２月１日から2020年１月31日まで）

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.fujidk.co.jp/ir/）に掲載
することにより株主の皆様に提供しております。



新株予約権等に関する事項
１．　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2020年１月31日現在）

2012年度新株予約権 2013年度新株予約権

発行決議日 2012年４月26日 2013年４月25日

新株予約権の数 21個 21個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式2,100株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式2,100株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり790円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり829円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2012年５月12日から
2042年５月11日まで

2013年５月11日から
2043年５月10日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 15個
目的となる株式数 1,500株
保有者数 ２名

新株予約権の数 16個
目的となる株式数 1,600株
保有者数 ３名

取締役（監査等委員）
新株予約権の数 ６個
目的となる株式数 600株
保有者数 １名

新株予約権の数 ５個
目的となる株式数 500株
保有者数 １名
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2014年度新株予約権 2015年度新株予約権

発行決議日 2014年４月24日 2015年４月23日

新株予約権の数 24個 23個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式2,400株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式2,300株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり1,022円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり1,235円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2014年５月10日から
2044年５月 9 日まで

2015年５月 9 日から
2045年５月 8 日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 18個
目的となる株式数 1,800株
保有者数 ３名

新株予約権の数 19個
目的となる株式数 1,900株
保有者数 ５名

取締役（監査等委員）
新株予約権の数 ６個
目的となる株式数 600株
保有者数 １名

新株予約権の数 ４個
目的となる株式数 400株
保有者数 １名
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2016年度新株予約権 2017年度新株予約権

発行決議日 2016年４月26日 2017年４月26日

新株予約権の数 85個 27個

新株予約権の目的となる株式の種類
と数

普通株式8,500株
（新株予約権１個につき100株）

普通株式2,700株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額
１株当たり1,147円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

１株当たり1,077円
なお、当社に対する報酬債権をも
って相殺し、金銭の払込は要しな
い

新株予約権の行使に際して出資され
る財産の価額 １株当たり１円 １株当たり１円

権利行使期間 2016年５月11日から
2046年５月10日まで

2017年５月12日から
2047年５月11日まで

行使の条件 （注） （注）

役 員 の
保有状況

取 締 役 （ 監 査 等 委 員
及び社外取締役を除く）

新株予約権の数 85個
目的となる株式数 8,500株
保有者数 ５名

新株予約権の数 27個
目的となる株式数 2,700株
保有者数 ６名

（注）新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は権利行使期間の期間内におい
て、当社の取締役、監査役、執行役員及び使用人のいずれの地位をも喪失した日の翌日から６年を経過
する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとする。
新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、当該被相続人が死亡した日の翌日から６ヵ月を経過
する日までの間に限り、本新株予約権を一括してのみ行使することができる。
その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定める
ところによる。

２．　当事業年度中に職務執行の対価として使用人に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
当社は、会社法第399条の13第２項の規定に基づき、次のとおり「内部統制システム構築の基

本方針」を取締役会において決議しております。
・業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
１．　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
⑴　当社は、事業活動における法令、企業倫理、社内規則等の遵守を確保するため、コンプライ

アンス規程に基づく行動基準及び行動基準ガイドラインを制定し、役員及び従業員に対する
コンプライアンス意識の周知徹底に努める。

⑵　違反行為等の抑止、早期発見を目的に、内部通報手段の一つとして各事業所へ投書箱を設置
する。また、社外の弁護士へ通報できる社外窓口を設置する。なお、通報者には、通報した
ことにより不利益を被ることがないことを確保する。

⑶　コンプライアンスにおける活動状況の監視や是正等を目的としたコンプライアンス委員会
を定期的に開催する。

⑷　社長直轄の内部監査室を設置し、経営諸活動全般にわたる制度及び業務の遂行状況を法令等
遵守、財務報告の信頼性確保と合理性及び効率性の観点から調査を行い、内部管理体制の強
化、経営合理化、経営効率化の増進等に資することにより、会社経営の健全性を確保する。

⑸　社会秩序や企業の健全な活動に悪影響を及ぼす反社会的勢力及び団体等に対しては、組織的
に毅然とした姿勢でのぞみ、一切の取引を行わない。

２．　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、その職務の執行に関する以下の電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を取締
役会規程ならびに文書管理規程等、社内規程に従い適切に保存及び管理する。

⑴　株主総会議事録
⑵　取締役会議事録
⑶　取締役によるその他重要会議の議事録
⑷　代表取締役社長を決裁者とする稟議書及び付属資料
⑸　取締役を決定者とする決定文書及び付属資料
⑹　会計帳簿、計算書類等財務関連文書
⑺　その他取締役の職務執行に関する重要文書
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３．　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⑴　当社は、企業価値に多大な影響を及ぼすおそれのある事故・災害に関し危機管理規程を定

め、対応手順をマニュアル化し、情報の混乱や連絡ミスを防止することによって迅速かつ適
切に対応する。

⑵　万一、事故や災害が発生した場合には、危機管理規程に基づき、直ちに危機管理委員会を開
催し、被害ならびに社会的混乱などの影響を最小化するために、予防対策ならびに事後対策
を講じる。

４．　取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
⑴　取締役会は、取締役会規程及び取締役基本規程に基づき、代表取締役社長及びその他取締役

に業務を執行させる。
⑵　取締役会は、執行役員を選任し、取締役会が決定した経営の基本的な方針、計画及び戦略に

沿って取締役の業務の一部を執行させることができる。
なお、執行役員は、執行役員会規程及び執行役員規程に基づき、業務を執行する。

⑶　取締役会から代表取締役社長、その他取締役及び執行役員に委任された事項は、組織規程、
職務分掌規程及び職務権限規程等全社規程に定められた手順に基づき、必要な決定を行う。
なお、これら全社規程は、必要に応じ随時見直すべきものとする。

⑷　取締役、執行役員及び各部署の責任者が出席する経営会議を毎月開催し、業務執行に関する
報告や企画提案を行う。経営会議での協議をもとに執行役員会で審議し、さらに取締役会付
議基準に該当する事項については取締役会で審議する。

５．　当社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制
当社は、企業集団を構成する親会社ならびに子会社を有しておりませんので、該当事項はあ
りません。

６．　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
⑴　監査等委員会の監査の実効性の向上ならびに職務の円滑化を目的に、監査等委員会の職務を

補助すべき使用人として、総務部の人員を通常業務と兼務し必要に応じて配置する。
なお、常勤監査等委員を置き、他に監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

⑵　前号使用人は、通常業務を行うとともに、必要に応じ監査等委員会の指示に従いその職務を
行う。
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７．　前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本方針において同じ。）から
の独立性に関する事項

⑴　６．で定める使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命、異動、人事
評価、懲戒等人事に関する事項の決定については、監査等委員会の同意を得るものとする。

⑵　６．で定める使用人は監査等委員会に係る業務に優先して従事し、当該業務においては監査
等委員会の指示のみに従うものとする。

８．　取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及び当該報告をしたことを理由と
して不利益な取り扱いを受けないことを確保するための体制
⑴　常勤監査等委員は、取締役会の他に経営会議や執行役員会に出席し、代表取締役社長、その
他取締役及び執行役員の業務執行状況の報告を受ける。また、重要な意思決定の過程及び業
務執行状況を把握するため、社内の製品企画会議等重要会議への出席も行う。

⑵　常勤監査等委員は、奇数月開催のコンプライアンス委員会へ出席し、事業活動における法
令、企業倫理、社内規則等の遵守状況、ならびに、内部通報の有無、その対処についての報
告を受ける。

⑶　取締役及び使用人は、監査等委員会より、稟議書等社内の重要書類の閲覧要請があれば、直
ちに関係書類及び資料等を提出する。

⑷　コンプライアンス規程により、内部通報制度を通じて監査等委員会に報告した使用人等を当
該通報したことを理由として不利益に取り扱うことを禁止する。

９．　監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行に関し、会社法第399条の２第４項の規定に基づく費用の前払
い又は償還の手続をした場合又は会計監査人・弁護士等の社外の専門家に対して相談する場
合、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を会社が負担するものとす
る。

10．　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⑴　取締役は、監査等委員会の職責、監査体制、監査基準、行動指針等を明確にした監査等委員

会監査基準を熟知するとともに、監査等委員会監査の重要性、有用性を充分認識し、また、
監査等委員会監査の環境整備を行う。

⑵　監査等委員会は、監査の実効性を高めるため、内部監査室と連携する。
⑶　監査等委員会は、効果的かつ効率的に監査を実施するため、会計監査人と情報や意見の交換

等緊密に連携する。
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11．　財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告の適正性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」に従い、内部統
制システムを構築するとともに、そのシステムが適正に機能することを継続的に評価し、必要
な是正を行う。

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
１．　コンプライアンス体制

従業員及び役員に対し、コンプライアンス規程に基づく行動基準及び行動基準ガイドライン
に関する研修を実施し、周知と遵守状況の確認を行っております。
コンプライアンス委員会を奇数月に開催し、内部通報の有無及び法改正情報の確認、行動基
準の遵守状況の報告、その他コンプライアンスに関する課題の把握と対応策について審議して
おります。

２．　内部監査体制
社長直轄の内部監査室により、各部署の業務遂行に関する監査、財務報告に係る内部統制に
関する監査を実施し、その結果を取締役及び監査等委員会に対して報告しております。

３．　効率的な取締役の職務執行を確保するための体制
当社は執行役員を選任し、業務執行の責任の一部を担っております。執行役員は担当する業
務執行の状況を定時の取締役会で報告しております。また、取締役会の開催に先立ち執行役員
会を開催し、各部署の責任者による業務執行に関する報告に基づき、審議すべき項目について
議論を行い、情報を精査した上で取締役会に上程しております。

４．　監査等委員会監査体制
監査等委員は、取締役会、経営会議、執行役員会、コンプライアンス委員会等の重要な会議
への出席等を通じ、取締役及び執行役員等から業務執行の報告を受けるとともに、その意思決
定の過程や内容について監督を行っております。
監査等委員会は、内部監査室や会計監査人と定期的に意見交換し連携して監査を行うこと

で、効果的な監査を実施できる体制を構築しております。

５．　財務報告の適正性を確保するための体制
財務報告に係る内部統制基本規程に基づき、当社の事業に関するリスクの評価を行った上で
統制環境の整備を行い、内部統制が有効に整備及び運用されていることを各部署の自己点検、
内部監査室による監査により評価しております。評価結果は、監査等委員会及び取締役会に報
告しております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの…………………移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２
条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組
合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって
おります。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品・仕掛品・原材料……………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）
３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………………定率法
ただし、1998年４月１日以降に新規取得の建物（附属設備を
除く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　15～50年

無形固定資産………………………定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
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５．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することと
しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

⑷　製品保証引当金
　顧客に納品した一部製品に対して、将来の保証費用に備えるため、今後必要と見込まれる金
額を計上しております。

⑸　退職給付引当金
　従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給
付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

６．消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

追加情報
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等
を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しており
ます。

（退職給付引当金）
当社は、2019年11月１日付けで退職金制度の改定を行い、退職金基礎額の算定方法を変更しま
した。これに伴い、退職給付債務が14,918千円増加いたしました。この退職給付債務は過去勤務
債務に該当するため、一括償却により特別損失として、退職給付制度改定損14,918千円を計上し
ております。
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貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
⑴　担保に供している資産

有形固定資産
土地 7,828千円
建物 141,622千円

計 149,450千円
⑵　担保に係る債務

短期借入金 120,000千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 5,655,650千円
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株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 6,669千株 －千株 －千株 6,669千株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普通株式 759千株 －千株 12千株 746千株
（注）自己株式の減少は譲渡制限付株式報酬制度及びストックオプションの行使によるものであります。

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2019年 4 月24日
定時株主総会 普通株式 94,549千円 16.00円 2019年 1 月31日 2019年 4 月25日
2019年 9 月 3 日
取締役会 普通株式 94,753千円 16.00円 2019年 7 月31日 2019年10月 1 日

⑵　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 (予定 ) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2020年 4 月23日
定時株主総会 普通株式 94,753千円 利益剰余金 16.00円 2020年 1 月31日 2020年 4 月24日

４．当事業年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）に関す
る事項
普通株式　23,400株
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 23,746千円
賞与引当金 18,173千円
未払事業税 6,950千円
未払役員退職慰労金 8,204千円
退職給付引当金 20,864千円
その他 45,595千円
繰延税金資産合計 123,534千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △80,181千円
繰延税金負債合計 △80,181千円

繰延税金資産（△：負債）の純額 43,352千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の

５以下であるため注記を省略しております。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等及び安全性の高い金融資産に限定し、資金調達
については、銀行等金融機関からの借入によっております。また、デリバティブを含む投機的
な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスクならびに金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引相手先の契約不履行リスク）
　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており
ます。
　当社は、営業債権について不測の損害が生じないよう、与信管理要領に従い、取引相手先
ごとに期日及び残高を定期的に管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期把握により、不良債権の発生防止を図っております。

②　市場リスク（市場価格変動リスク）
　有価証券及び投資有価証券については、国債等安全性と流動性の高い金融商品又は業務上
の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　当社は、当該リスクを回避するため、定期的な時価等の把握などの方法により保有状況を
継続的に見直しております。

③　流動性リスク（資金調達リスク）
　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、短期借入金については、
主に営業取引に係る資金調達であり、金利変動のリスクに晒されております。
　当社は、営業債務等について、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しておりま
す。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年１月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金 4,246,241 4,246,241 －
⑵　受取手形 97,465 97,465 －
⑶　電子記録債権 315,275 315,275 －
⑷　売掛金 1,144,772 1,144,772 －
⑸　有価証券及び投資有価証券 647,558 647,558 －

資産計 6,451,312 6,451,312 －
⑹　買掛金 104,591 104,591 －
⑺　短期借入金 120,000 120,000 －
⑻　未払法人税等 78,366 78,366 －

負債計 302,957 302,957 －
（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形、⑶　電子記録債権ならびに⑷　売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑸　有価証券及び投資有価証券
　株式は取引所の価格に基づいて、債券は取引金融機関等から提示された価格に基づいて算定し
ております。

負債
⑹　買掛金、⑺　短期借入金ならびに⑻　未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　非上場株式(貸借対照表計上額2,000千円)及び投資事業有限責任組合への出資（貸借対照表計上
額87,519千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められてい
ることから、「⑸　有価証券及び投資有価証券」には含めておらず、時価開示の対象としておりま
せん。
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賃貸等不動産に関する注記
　当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を
省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,765円89銭
１株当たり当期純利益 47円39銭

退職給付会計に関する注記
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び中小企業退職金共済制度を
採用しております。
また、確定拠出年金制度を採用しております。
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
なお、当社は京都機械金属厚生年金基金に加入しておりましたが、同基金は2017年６月22日開

催の代議員会において特例解散を決議し、同年９月20日付で厚生労働大臣より特例解散の認可を受
けた後、清算手続きを順次進めておりましたが、この度、同厚生年金基金代表清算人から「基金解
散に伴う国への返還不足金ご負担額（確定）について」の通知をうけました。これに伴い、2018年
１月期第２四半期に計上した厚生年金基金解散損失引当金48,140千円を取り崩し、確定額との差額
12,028千円を特別利益に計上しております。
２．確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額は4,907千円であります。
３．簡便法を適用した確定給付制度

⑴　簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
退職給付引当金の期首残高
退職給付費用

48,563千円
43,949千円

退職給付の支払額
制度への拠出額

△10,083千円
△13,931千円

退職給付引当金の期末残高 68,497千円

－ 15 －



⑵　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
積立型制度の退職給付債務
年金資産

291,465千円
△222,968千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 68,497千円
退職給付引当金
貸借対照表に計上された負債と資産の純額

68,497千円
68,497千円

⑶　退職給付費用
簡便法で計算した退職給付費用
退職給付制度改定損

29,030千円
14,918千円
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